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平成２９年度嬉野市決算に係る健全化判断比率及び資金不足比率の

審査意見書の提出について

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規定

により審査に付された、平成２９年度嬉野市決算に係る健全化判断比率及び資金不足

比率並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類の審査を実施したので、その結

果について次のとおり意見書を提出します。
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平成２９年度嬉野市健全化判断比率

及び資金不足比率審査意見書

第1 審査の概要

１ 審査の対象

平成２９年度の各会計の決算等に基づく、実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質

公債費比率、将来負担比率及び資金不足比率並びに算定の基礎となる事項を記載した

書類を審査の対象とした。

２ 審査の期間

平成３０年８月２日から平成３０年８月２２日まで

３ 審査の手続き

この審査に当たっては、以下の点に着眼し、これらの算定の基礎となる事項を記載

した関係書類と照合を行うとともに、関係者から説明を聴取し実施した。

①法令等に照らし算出過程に誤りはないか。

②法令等に基づき適正な算定要素が計算に用いられているか。

③算定の基礎となった書類等が適正に作成されているか。

④客観的事実の妥当性を判断したうえで算定を行う場合において、公正な判断が行

われているか。

第２ 審査の結果

１ 健全化判断比率について

審査に付された下記の健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書

類は、いずれも適正に作成されているものと認めた。

（単位：％）

備考 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の算定において、赤字額がない場合は、「―」を記載した。

健全化判断比率 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度
早期健全化

基準

財政再生

基準

実質赤字比率 ― ― ― １３．８０ ２０．００

連結実質赤字比率 ― ― ― １８．８０ ３０．００

実質公債費比率 ８．３ ７．７ ７．７ ２５．０ ３５．００

将来負担比率 ６９．３ ７０．７ ７８．４ ３５０．０
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【審査の意見】

（１）実質赤字比率について

平成２９年度の実質収支が黒字となっているため、実質赤字比率は算定さ

れず、健全な状態であると認めた。

（２）連結実質赤字比率について

平成２９年度の連結実質収支が黒字となっているため、連結実質赤字比率

は算定されず、健全な状態であると認めた。

（３）実質公債費比率について

平成２９年度の実質公債費比率は 8.3％で前年度より 0.6ポイント悪化し、
早期健全化基準の 25.0％と比較するとこれを下回っているが、今後も長期的
視点に立った効率的・効果的な財政運営が必要不可欠である。更なる適切な

債権の管理と計画的な償還に努められたい。

（４）将来負担比率について

平成２９年度の将来負担比率は 69.3％で前年度より 1.4ポイント改善し、
早期健全化基準の 350.0％と比較するとこれを下回っているが、今後も長期
視点に立った効率的・効果的な財政運営が必要不可欠である。

【是正改善を要する事項】

特に指摘すべき事項はない。

２ 資金不足比率について

審査に付された下記の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類

は、いずれも適正に作成されているものと認めた。

（単位：％）

備考 資金不足比率の算定において、赤字額がない場合は、「―」を記載した。

【審査の意見】

嬉野市水道事業会計、嬉野市農業集落排水特別会計、嬉野都市計画下水道事

会 計 名 平成２９年度 平成２８年度 平成２７年度 経営健全化基準

嬉野市水道事業会計 ― ― ― ２０．０

嬉野市農業集落排水特別会計 ― ― ― ２０．０

嬉野都市計画下水道事業嬉野市

公共下水道事業費特別会計
― ― ― ２０．０

嬉野市浄化槽特別会計 ― ― ― ２０．０
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業嬉野市公共下水道事業費特別会計及び嬉野市浄化槽特別会計全てにおいて資

金不足は生じていないため、資金不足比率は算定されず、健全な状態であると

認めた。引き続き経営の効率化、健全化に努められたい。

【是正改善を要する事項】

特に指摘すべき事項はない。
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用 語 の 説 明

実質赤字比率

比率算定の対象となる会計は、一般会計等となっている。

実質赤字比率は、①歳入不足による繰上充用額、②実質上の歳入不足による支払繰

延額、③実質上の歳入不足による事業繰越額の合計額（実質赤字額）を標準財政規

模で除して得た数値である。

連結実質赤字比率

比率算定の対象となる会計は、全会計となっている。

連結実質赤字比率は、一般会計又は公営企業に係る特別会計以外の特別会計ごとの

実質赤字額の合計と公営企業に係る特別会計ごとの資金不足額の合計額が、一般会

計又は公営企業に係る特別会計以外の特別会計ごとの実質収支黒字額の合計と公営

企業に係る特別会計ごとの資金剰余額の合計の合算額を超える額（連結実質赤字

額）を標準財政規模で除して得た数値である。

実質公債費比率

実質公債費比率は、一般会計が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規

模に対する比率で、直近３ヵ年度の各年度について次の算式で算定された数値の平

均値である。

（Ａ+Ｂ）－（Ｃ+Ｄ）

算定式 ＝ × １００

Ｅ－Ｄ

Ａ：地方債の元利償還金

（繰上償還、借換債を財源とする償還、満期一括償還等を除く）

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの

Ｃ：地方債の元利償還金又は準元利償還金に充てられる特定財源

Ｄ：地方債の元利償還金及び準元利償還金に要する経費として基準財政

需要額に算入される額

Ｅ：標準財政規模

将来負担比率

将来負担比率は、一般会計が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する

比率で、次の算式により算定される。

Ａ－（Ｂ+Ｃ+Ｄ）

算定式 ＝ × １００

Ｅ－Ｆ
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Ａ：将来負担額

Ｂ：地方債の償還額等に充当可能な基金額

Ｃ：地方債の償還額等に充当可能な特定歳入見込額

Ｄ：地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額

Ｅ：標準財政規模

Ｆ：地方債の元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入見込額

資金不足比率

資金不足比率は、公営企業ごとに算定した資金不足額を当該事業規模で除して得た

数値である。資金不足額は、一般会計の実質赤字に相当するもので、特別会計の区

分に応じて算定される。

標準財政規模

標準財政規模とは、標準的に収入しうる「経常一般財源」の大きさである。

「標準税収入額＋普通地方交付税額＋地方譲与税額＋交通安全対策特別交付金額＋臨

時財政対策債発行可能額」で求められる。

早期健全化基準

早期健全化基準は、財政の早期健全化（財政収支が不均衡な状況その他の財政状況

が悪化した状況において、自主的かつ計画的にその財政の健全化を図ること）を図

るべき基準として健全化判断比率の４指標それぞれについて定められている数値で、

健全化判断比率のいずれかがこの基準以上である場合には、財政健全化計画を定め

なければならない。

財政再生基準

財政再生基準は、財政の再生（財政収支の著しい不均衡その他の財政状況の著しい

悪化により自主的な財政の健全化を図ることが困難な状況において、計画的にその

財政の健全化を図ること）を図るべき基準として実質赤字比率、連結実質赤字比率、

実質公債費比率の３比率について定められている数値で、３比率のいずれかがこの

基準以上である場合には、財政再生計画を定めなければならない。

経営健全化基準

経営健全化基準は、公営企業の健全化を図るべき基準として資金不足比率について

定められている数値で、資金不足比率がこの基準以上である場合には、経営健全化

計画を定めなければならない。


